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（通則） 

第１条  アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業費負担金（以下「負担

金」という。）の交付については、東京都補助金等交付規則(昭和３７年東京都規則第１

４１号)及び東京都補助金交付規則の施行についての通達（昭和３７年１２月１１日３７

財主調発第２０号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条  この負担金は、アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業実施要

綱（令和６年４月１０日付６産労観企第１６５号。以下「実施要綱」という。）に基づ

き、全国各地の特産品販売事業を実施するために必要な費用を交付することにより、各

地方の特産品販売と観光ＰＲを通じ、各地方の魅力を重層的に伝えることを目的とする。 

 

（負担金の交付対象） 

第３条 負担金の交付対象は、実施要綱第６条に基づき知事が公募により決定をした事業

者（以下「交付対象者」という。）が、実施要綱第２条第３項に定める事業実施期間に

おいて実施する実施要綱第２条第１項に定める事業とする。 

２ この負担金は、前項の事業を行うために必要な経費であって、別表１に掲げる経費（以

下「負担対象経費」という。）につき、知事が必要かつ適当と認めるものについて、予

算の範囲において、交付するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、暴力団（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第

５４号。以下「条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員

等（条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関係者をい

う。）及び法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員

に暴力団員等に該当する者があるものは、負担金の交付対象としない。 

 

（負担金の額） 

第４条 交付対象者に対して交付する負担金の額は、別表１に定めるとおりとする。 

     

２ 前項の規定により算出した負担金の額に１千円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てるものとする。 

 

（負担金の対象期間） 

第５条 負担金の対象となる期間は、負担金交付決定の日からイベント終了まで（事後処

理期間も含む。）とする。 

 



（負担金の交付申請） 

第６条  交付対象者は、負担金の交付を受けようとするときは、負担金交付申請書（第１

号様式）に必要な書類を添え、知事に提出しなければならない。 

２  前項の負担金交付申請書に添付すべき書類は、次のとおりとする。 

 （１）事業計画書（第２号様式） 

（２）収支予算書（第３号様式） 

（３）誓約書（別紙１－１及び別紙１－２） 

（４）その他知事が必要と認める書類 

 

（負担金の交付決定） 

第７条 知事は、前条の規定による申請書の提出があったときは、当該申請に係る書類を

審査し、適当と認めたときは、負担金の交付を決定し、負担金交付決定通知書（第４号

様式）により交付対象者に通知する。 

２ 知事は、前項の通知に際して、法令及び予算で定める負担金等の交付の目的を達成す

るため、別記のとおり条件を付すものとする。 

３ 知事は、前項に定める事項のほか、事業の目的を達成するために必要があると認めら

れるときは、交付対象者に対し、条件を付すことができる。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 交付決定の内容又は付された条件に異議があり、申請を取り下げることのできる

期間は、交付決定の通知を受けた日から起算して１４日を経過した日までとする。 

 

（交付決定内容の変更） 

第９条 交付対象者は、事業の内容を著しく変更しようとする場合は、あらかじめ事業変

更等承認申請書（第５号様式）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。た

だし、軽微な変更についてはこの限りでない。 

２ 前項の規定により当該申請書に添付すべき書類は、次のとおりとする。 

（１）事業変更計画書（第２号様式） 

（２）変更収支予算書（第３号様式） 

（３）その他知事が必要と認める書類 

３ 知事は、第１項に基づく申請があった場合において、必要と認めるときは、その申請

事項について変更を指示することができる。 

４ 知事は、第１項による変更承認申請を審査し、適当と認めたときは、交付対象者へ通

知するものとする。 

５ 交付対象者は、事業者の名称等（名称、所在地及び代表者名）が変更されたときは、

速やかに知事に報告しなければならない。 

 

（事業の中止） 

第１０条 交付対象者は、事業を中止しようとするときは、あらかじめ事業変更等承認申

請書（第５号様式）を知事に提出し、承認を受けなければならない。 

 

（事故報告等） 

第１１条 交付対象者は、事業の遂行が困難となった場合には、速やかにその理由及びそ

の他必要な事項を、書面により知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告を受けたときは、その理由を調査し、必要に応じて交付対象者に

その処理について指示をする。 



 

（事業の遂行命令等） 

第１２条 知事は、交付対象者が提出する報告、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２２１条第２項の規定による調査等により、事業が負担金の交付決定の内容又はこれ

に付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、交付対象者に対し、これらに

従って遂行すべき事を命ずることができる。 

２ 前項の命令に違反したときは、知事は、交付対象者に事業の一時停止を命ずることが

できる。 

 

（実績報告） 

第１３条 交付対象者は、負担金の対象期間が終了したとき又は中止の承認を受けたとき

は、速やかに実績報告書（第６号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（負担金の額の確定） 

第１４条 知事は、前条による実績報告を受けた場合において、実績報告書の審査及び必

要に応じて調査を行い、その事業の成果が負担金の交付決定の内容及びこれに付した条

件に適合すると認めるときは、交付すべき負担金の額を確定し、交付対象者に負担金交

付額確定通知書（第７号様式）により通知するものとする。 

２ 前項の規定により確定すべき負担金の確定額は、別表１に定める額又は交付決定額の

いずれか低い額（１千円未満の端数は切捨て）とする。 

 

（是正のための措置） 

第１５条 知事は、前条による審査の結果、事業の成果が負担金の交付の決定の内容及び

これに付した条件に適合しないと認めるときは、交付対象者に対し、当該事業につき、

これらに適合させるための措置を命じることができる。 

２ 前項により、交付対象者が必要な措置をした場合には、第１２条の規定を準用する。 

 

（負担金の請求） 

第１６条  交付対象者は、第１４条の通知を受けたときは、知事に負担金請求書（第８号様

式）を提出するものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第１７条 知事は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当する場合には、負担金の交付

の決定の全部又は一部を取り消す。 

（１）偽りその他不正の手段により負担金の交付を受けたとき。 

（２）負担金を他の用途に使用したとき。 

（３）交付決定を受けた者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その

他の従業員若しくは構成員を含む。）が、暴力団等に該当するに至ったとき。 

（４）実施要綱第２条第３項に定める事業実施期間内において、負担金の交付目的を達成

することができなくなったとき。 

（５）その他負担金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は負担金の交

付決定に基づく命令に違反したとき。  

２ 前項の規定は、第１４条の規定により交付すべき負担金の額の確定をした後において

も適用する。 

 

（事情変更による決定の取消し等） 



第１８条 知事は、交付決定後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、交付決定

の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更

することができる。ただし、事業のうち、既に経過した期間に係る部分については、こ

の限りでない。 

２ 前項の規定による負担金の交付決定を取り消すことができる場合は、天災地変その他

負担金の交付決定後に生じた事情の変更により事業の全部又は一部を継続する必要がな

くなった場合に限るものとする。 

 

（負担金の返還） 

第１９条 知事は、第１７条の規定による取消しをした場合には、交付対象者に通知する

と共に、事業の当該取消しに係る部分に関して、既に負担金が交付されているときは、

期限を定めてその返還を命ずる。 

２ 第１４条の規定により交付すべき負担金の額を確定した場合において、既にその額を

超える負担金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずる。 

 

（違約加算金及び延滞金) 

第２０条 交付対象者は、前条の規定により負担金の返還を命ぜられたときは、その命令

に係る負担金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該負担金の額（その一部を

納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年１０．

９５パーセントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。)を納付しな

ければならない。 

２ 交付対象者は、負担金の返還を命ぜられた場合に、これを納期日までに納付しないと

きは、納期日の翌日から納付日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５パ

ーセントの割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければな

らない。 

３ 前２項に定める年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても３６５日当たりの

割合とする。 

 

（違約加算金の計算） 

第２１条 前条第１項の規定による違約加算金の納付を命じた場合において、交付対象者

の納付した金額が返還を命じた負担金の額に達するまでは、その納付金は、当該返還を

命じた負担金の額に充てるものとする。 

 

（延滞金の計算） 

第２２条 第２０条第２項の規定による延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じ

た負担金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以降の期間に係る

延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとす

る。 

 

（他の補助金等の一時停止等） 

第２３条 負担金の返還を命ぜられた交付対象者が、当該負担金、違約加算金又は延滞金

の全部若しくは一部を納付しない場合、知事は、その者に対して同種の事務又は事業に

ついて、交付すべき補助金等があるときは、相当の限度において、その交付を一時停止、

又は当該補助金等と未納付額とを相殺することができる。  

 

（財産処分の制限） 



第２４条 交付対象者が事業により取得した財産等のうち、取得価格又は効用の増加した

価格が５０万円以上のものを、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大

蔵省令第１５号）に定める資産ごとの耐用年数までに処分しようとするときは、あらか

じめ財産処分承認申請書（第９号様式）により知事の承認を受けなければならない。 

２ 前項の定めに該当しない財産であって、交付対象者が事業により取得し、又は効用が

増加した財産について、実施要綱第２条第３項に定める事業実施期間内に処分しようと

するときは、あらかじめ財産処分承認申請書（第９号様式）により知事の承認を受けな

ければならない。ただし、実施要綱第２条第３項に定める事業実施期間終了に鑑み、財

産を処分する場合はこの限りではない。 

３ 知事は、交付対象者に対し、当該承認に係る財産を処分したことにより収入があった

ときは、その収入に相当する額の全額又は一部を都に納付させることができる。 

 

（帳簿の整理、管理等） 

第２５条 交付対象者は、この負担金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、か

つ、当該収入及び支出についての証拠書類を事業終了の翌年度から起算して５年間整備

保管しなければならない。 

２ 交付対象者は、事業により取得し、又は効用を増加した財産については、事業完了後

においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、負担金交付の目的に従って、

その効率的な運営を図らなければならない。 

 

（遂行状況報告） 

第２６条 事業の実施期間中において、交付対象者は、知事の要求があったときには、事

業の遂行状況について、遂行状況報告書（第１０号様式）により知事に報告しなければ

ならない。 

 

（事業の公表） 

第２７条 知事は、交付対象者の名称・代表者名等を公表できることができるものとする。 

２ 知事は、必要があると認めるときには、事業の成果を公表することができるものとす

る。 

 

（他の規定との関係） 

第２８条 この要綱に規定するもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、知事

が別にこれを定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和３年２月１８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年２月２１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年２月１４日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１０日から施行する。 



別表１（第３条関係） 

 

次に掲げる経費のうち、本事業にかかる経費として明確に切り分けが可能な経費 

経費区分 

(大区分) 
内     容 

負担金 

限度額 

人件費 

事業費以外で、事業に係る調整等に係る人件費、会場での販売

実施及び出展ブース設置・募集及び被災地応援コーナー設置・

運営等に係る人件費 

※常勤・非常勤又は専任・兼任に関わらず、従業者別に交付の

対象となる者について業務日誌を整備すること。 

※兼任の場合、補助事業に係る業務と他事業に係る業務内容が

明確に区分でき、かつ、経費区分できる場合のみ負担対象とす

る。 

※従業者の給与・報酬等の支払実績に基づく１時間当たりの単

価に、事業に携わった総時間数（１人につき１日８時間を上限）

を乗じた額を対象経費とする。 

※会場での販売に係る人件費には、販売員に加え現場ディレク

ターの人件費を含む。 

10 分の 10 以内

の額又は６千

万円のいずれ

か低い額 

 

旅費 

人件費の負担対象となる従業者の交通費、宿泊費及び日当 

※交付対象者が企業等で定めている旅費規程又は実費を対象経

費とする。 

事業費 

販売関係費 

レジ・ユニフォーム関係等、会場での販売に

必要な物品の調達・制作等の、販売に関係す

る経費 

※レジ、パソコン等の機材調達は、原則リー

スによるものとする。 

※仕入商品の購入・販売・処分費等は対象外

とするが、実施要綱第３条第６号に記載の商

品の販売にかかる仕入れについて、その他の

商品との買取条件等が異なる場合の差分は

対象とする。 
10 分の 10 以内

の額又は５千

５百万円のい

ずれか低い額 

※１ 

 

会場費 会場借り上げ費  

会場装飾費 

会場装飾物の制作、展示等に係る経費（会

場・商品棚等の装飾パネル、プライスカード

の制作費等） 

出展ブース関係

費 
出展ブース設置・募集等に係る経費 

※１ 都と協議の上、限度額を調整する場合がある。 



被災地応援コー

ナー関係費 
被災地応援コーナー設置・運営等に係る経費 

全国各地への旅

行促進関係費 

イベント来場者の全国各地への旅行促進に

係る経費 

広報費 

イベント誘客・販売促進に要する経費（ポス

ター・チラシ制作費、来場者アンケートの回

収率を向上させるための粗品等） 

消耗品費 

事業を行うために必要な物品であって、当該

事業のみで使用されることが確認できるも

のの購入に要する経費（用紙、封筒代等） 

その他事業に係

る諸経費 

事業を行うために必要な経費であって、他の

いずれの区分にも属さないもの。原則とし

て、当該事業のために使用されることが特

定、確認できるもの（倉庫代、運送代、郵便

代等） 

※ 事業費において、外注によらず成果物等の作成を行う場合は、限度額を除き人件費の

扱いに準ずることとする。 

 

※ 上記に係る消費税及び地方消費税、その他租税公課相当額は、原則として負担対象経

費に含まない。なお、負担金に係る消費税の仕入控除税額が発生しない場合には、その

理由が分かる資料を提出すること。 

※ 国、地方公共団体等が実施する他の同様な補助金等の交付を受ける場合、当該補助金

額は、負担対象経費から控除する。 

  なお、他の同様な補助金額の中に、消費税及び地方消費税等を対象とするものが含ま

れている場合、当該部分の補助金額は控除しない。 

 

（負担金対象外経費の例） 

区   分 摘   要 

別表１の経費区分に記載のない経費  

対象期間外に行われた事業の経費  

業務日誌、見積書、契約書、仕様書、納品書、請求書、振込

控、領収書等の帳票類が確認できない経費 
 

負担金交付申請書に記載されていない経費や物の購入に対し

て支払った経費 
 



通常業務・取引と混合して支払いが行われている経費  

他の取引と相殺して支払いが行われている経費  

手形や小切手等により支払いが行われている経費 
原則は金融機関や郵便

局からの振込払い 

間接経費（振込手数料、収入印紙代等）  

負担金交付申請等の手続きに係る経費（申請書作成代行、各

種証明書取得経費 等） 
 

グループを構成する事業者が支払いを行っていない経費※グ

ループで実施する場合 
 

グループを構成する事業者間での取引にかかる経費 

※グループで実施する場合 
 

公的資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費  

※その他、知事が適当でないと認める経費



 別記（第７条関係） 

 負担金の交付の条件 

 

１ 交付対象者は、この要綱及びその他関係法令に従わなければならない。 

 

２ 交付対象者は、負担金の交付の目的に従ってその効率的かつ確実な運営を図らなけれ

ばならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第６条関係） 

                                                                                

                          年  月  日 

 

東 京 都 知 事  殿 

 

    所 在 地 

名   称 

代表者氏名          印 

 

 

    アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業費 

負担金交付申請書 

 

 

 下記のとおり負担金の交付を受けたいので、アンテナショップ等と連携した全国特産品

の展示紹介事業費負担金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 
記 

 

１ 負担金交付申請額               円 

 

２ 着手年月日          年   月   日 

 

３ 事業区分及び経費内訳 

区分 
事 業 費 

(A+B+C) 

負担対象 

経費 

経 費 内 訳 

都負担金 

収入 

(A) 

自己資金・ 

売上収入 

(B) 

その他 

(C) 

 円 円 円 円 円 

計 
 

    

  ※事業区分については別表１（第３条関係）大区分によること。 

 

４ 関係書類 

（１）事業計画書（第２号様式） 

（２）収支予算書（第３号様式） 

（３）誓約書（別紙１－１及び別紙１－２） 

（４）その他 



別紙１－１（第１号様式） 

 

 

 東 京 都 知 事  殿 

 

誓 約 書 

 

 

 アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業費負担金に係る事業につい

て、以下の事業者により取り組みます。 

 

                年   月   日              

      

 

                 事業者  所 在 地            

                       名   称            

                       代表者氏名                 印

  

（グループの場合）連携事業者  所 在 地             

       名   称            

                       代表者氏名                  印

  

（グループの場合）連携事業者  所 在 地            

                       名   称             

       代表者氏名                印

  

 



別紙１－２（第１号様式） 

 
 

誓 約 書 
 

 東 京 都 知 事  殿 

 

 

アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業費負担金交付要綱第６条の規

定に基づく負担金の交付の申請を行うに当たり、当該申請により負担金の交付を受けようと

する者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構

成員を含む。）が東京都暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定

する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）に該

当せず、かつ将来にわたっても該当しないことをここに誓約いたします。 

また、この誓約に違反又は相違があり、同要綱第１７条の規定により負担金の交付の決定

の取消しを受けた場合において、同要綱第１９条の規定に基づき返還を命じられたときは、

これに異議なく応じることを誓約いたします。 

あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視

庁へ照会がなされることに同意いたします。 

 

 

  年  月  日 

 

            事業者      所 在 地 

                   名   称 

                   代表者氏名           印 

 

    （グループの場合）連携事業者  所 在 地 

                   名   称 

                   代表者氏名           印 

 

   （グループの場合）連携事業者  所 在 地 

                   名   称 

                   代表者氏名           印 

 

 

＊法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入す

ること。 

＊この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいう。 

・暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者 

・暴力団員を雇用している者 

・暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者 

・暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 

・暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

 



第２号様式（第６条、第９条、第１３条関係） 

 

（１） 事業（変更）計画（実績）書 
 

１ 事業を実施する目的 

 

 

 

２ 経費の内訳（消費税は含めない） 

項 目 内 容 数 量 金額（円） 

    

小計 

（負担対象経費） 

   

    

小計 

（負担対象外経費） 

   

合  計    

  （注）具体的な内容を記載し、必要に応じて資料を添付すること。 



第３号様式（第６条、第９条、第１３条関係） 

 

（２） （変更）収 支 予 算（精算） 書 
 

１ 収 入 
 

 予 算 額 

（円） 

（精算額） 

（円） 

（増減額） 

（円） 
備  考 

都負担金収入     

自己資金・売上収入     

その他     

合計（事業費）     
 

・国・地方公共団体等の補助金等の交付予定がある場合、「その他」の欄に記載して下さい。 

 

２ 支 出 
 

区  分 
予 算 額 

（円） 

（精算額） 

（円） 

（増減額） 

（円） 
備 考 

     

     

小計 

（負担対象経費）     

     

     

小計 

（負担対象外経費）     

消費税     

合計（事業費）     
 

  ・変更収支予算書にあっては、当初と変更後の二段書きとし、当初分を括弧書きで上段に記載す

ること。 

  ・記載内容ごとに積算内訳書（金額の根拠）を添付すること。添付がない場合、負担対象となら

ない場合がある。 

  ・消費税については、原則、負担対象経費に含まないものとする。 

  ・適宜、行は追加・削除すること。 



第４号様式（第７条関係）                                    

文 書 番 号 

 

                     所 在 地 

                     名   称 

                     代表者氏名 

 

 

アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業費 

負担金交付決定通知書 

 

 

     年  月  日付    第   号で申請のあった    年度アンテナシ

ョップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業費負担金については、同負担金交付要綱第

７条の規定により交付申請書の内容を審査したところ適当と認められるので、下記のとお

り交付します。 

 

 

  年  月  日 

 

                       東京都知事           印 

 

 

 

                                       記 

 

 

１ 負担金の額  金         円 

負担金の交付対象となる事業は、交付申請書記載のとおりとする。 

 

２ 交付の条件 

（１）事情変更による決定の取消し等 

   ア 知事はこの交付の決定の後においても、その後の事情の変更により特別の必要が

生じたときは、この交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は、この交付決定

の内容若しくはこれに付した条件を変更することがある。ただし、事業のうちすで

に経過した期間に係る部分についてはこの限りでない。 

     イ アの規程による負担金の交付決定を取り消すことができる場合は、天災地変その

他負担金の交付決定後に生じた事情の変更により事業の全部又は一部を継続する

必要がなくなった場合に限るものとする。 

（２）承認事項 

    交付対象者は、次のいずれかに該当する場合は、あらかじめ知事の承認を受けなけ

ればならない。ただし、アについて軽微なものはこの限りでない。 



   ア 事業の内容を変更しようとするとき。 

   イ 事業を中止しようとするとき。 

（３）事故報告等 

    交付対象者は、事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となっ

た場合は、速やかにその理由、状況及びその他必要な事項を書面により知事に報告し、

その指示を受けなければならない。 

（４）遂行命令 

   ア 知事は交付対象者が提出する報告、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

２１条第２項の規定による調査等により、事業がこの交付の決定の内容又はこれに

付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、交付対象者に対して、これ

らに従って当該事業を遂行すべきことを命ずる。 

   イ 交付対象者がアの命令に違反したときは、知事は、交付対象者に対し当該事業の

一時停止を命ずることがある。 

（５）実績報告 

    交付対象者は、負担金の対象期間中において、東京都の会計年度が終了したとき又

は中止の承認を受けたときは、速やかに次に掲げる事項を記載した実績報告書を提出

しなければならない。 

   ア 事業実績 

   イ 収支精算 

   ウ その他関係書類 

（６）負担金の額の確定 

   ア 知事は（５）の規定による実績報告を受けた場合において、実績報告書の審査及

び必要に応じて行う現地調査等により、当該報告に係る事業の成果がこの交付決定

の内容及びこれに付した条件に適合するものと認めたときは、交付すべき負担金の

額を確定し、交付対象者に通知する。 

   イ 前項の規定により確定すべき負担金の確定額は、同負担金交付要綱の別表１に定

める額又は交付決定額のいずれか低い額（１千円未満の端数は切捨て）とする。 

（７）是正のための措置 

    知事は（６）の規定による審査等の結果、事業の成果がこの交付決定の内容及びこ

れに付した条件に適合しないと認めるときは、交付対象者に対し、当該事業につき、

これに適合させるための措置を取ることを命じることができる。 

（８）交付決定の取消し 

   ア 知事は、交付対象者が次のいずれかに該当した場合には、この交付決定の全部又

は一部を取り消す。 

    (ア) 偽りその他不正の手段により負担金の交付を受けたとき。 

(イ) 負担金を他の用途に使用したとき。 

(ウ) 交付対象者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他

従業員若しくは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったとき。 

(エ)  実施要綱第２条第３項に定める事業実施期間内において、負担金の交付目的

を達成することができなくなったとき。 

(オ) その他この交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令又はこの交

付の決定に基づく命令に違反したとき。 



イ アの規定は、（６）の規定により交付すべき負担金の額の確定があった後におい

ても適用する。 

（９）負担金の返還 

ア 知事は、（８）の規定によりこの交付の決定の全部又は一部の取消しをした場合

において、事業の当該取消しに係る部分に関して、既に交付対象者に負担金が交付

されているときは、期限を定めてその返還を命ずる。 

イ 知事は（６）の規定により交付対象者に交付すべき負担金の額を確定した場合に

おいて、既にその額を超える負担金が交付されているときは、期限を定めて、その

返還を命ずる。 

（１０）違約加算金及び延滞金 

ア 知事が（８）アの規定によりこの交付の決定の全部又は一部の取消しをした場合

において負担金の返還を命じたときは、交付対象者は、当該命令に係る負担金の受

領の日から納付の日までの日数に応じ、当該負担金の額（その一部を納付した場合

におけるその後の期間については、既納付額を控除した額）につき、年１０．９５

パーセントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付し

なければならない。 

イ 知事が交付対象者に対し、負担金の返還を命じた場合において、交付対象者がこ

れを納期日までに納付しなかったときは、交付対象者は、納期日の翌日から納付の

日までの日数に応じ、未納付額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延

滞金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

ウ ア及びイに定める年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても３６５日当

たりの割合とする。 

（１１）違約加算金の計算 

    （１０）アの規定による違約加算金の納付を命じた場合において、交付対象者の

納付した金額が返還を命じた負担金の額に達するまでは、その納付金は、当該返還

を命じた負担金の額に充てるものとする。 

（１２）延滞金の計算 

     （１０）イの規定により、延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた負担

金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以降の期間に係る延

滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものと

する。 

（１３）他の補助金等の一時停止等 

    知事は負担金の返還を命じられた交付対象者が当該負担金、違約加算金又は延滞

金の全部又は一部を納付しない場合において、交付対象者に対して、同種の事務又

は事業について交付すべき補助金等があるときは、相当の限度においてその交付を

一時停止し、又は当該補助金等と未納付額を相殺することができる。 

（１４）帳簿の整理、管理等 

   ア 交付対象者は、この負担金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、か

つ、当該収入及び支出についての証拠書類を事業終了の翌年度から起算して５年

間整備保管しなければならない。 

イ 交付対象者は、事業により取得し、又は効用を増加した財産については、事業

完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、負担金交付の



目的に従って、その効率的かつ確実な運営を図らなければならない。 

 （１５）遂行状況報告 

 事業の実施期間中において交付対象者は、知事の要求があったときは、事業の遂行

状況について、知事に報告しなければならない。    

（１６）交付要綱等の遵守 

交付対象者は、前各号に定めるもの、アンテナショップ等と連携した全国特産品の

展示紹介事業費負担金交付要綱（令和６年４月１０日付６産労観企第１６８号）及び

その他関係法令を遵守するものとする。 

 

３ 申請の撤回 

  交付対象者は、この交付の決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、

この交付決定通知受領後１４日以内に申請を撤回することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第５号様式（第９条、第１０条関係）                                               

       

                                                         年  月  日 

 

 

 東 京 都 知 事 殿 

 

 

      所 在 地 

名   称 

代表者氏名            印 

 

 

 

アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業費負担金に係る 

事業内容の変更等承認申請書 

 

 

 

     年  月  日付    第  号で負担金交付決定通知のあった標記の事業

を下記のとおり（変更・中止）したいので、アンテナショップ等と連携した全国特産品の

展示紹介事業費負担金交付要綱（第９条第１項・第１０条）の規定により関係書類を添え

て申請します。 

 

 

記 

 

１ 変更する事業の内容、経費等の配分 

 

 

２ 中止年月日（中止の場合） 

 

 

３ 理由 

 

 

４ 関係書類 

 (1) 事業変更計画書（第２号様式） 

 (2）変更収支予算書（第３号様式）



第６号様式（第１３条関係） 

 

 

                                                                                

                            年  月  日 

 

 

 東 京 都 知 事 殿 

 

 

      所 在 地 

名   称 

代表者氏名          印 

 

 

 

アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業費負担金 

に係る実績報告書 

 

 

     年  月  日付    第   号の負担金交付決定通知書に基づき、標記

事業を実施したので、アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業費負担金

交付要綱第１３条の規定により、関係書類を添えてその実績を報告します。 

 

記 

 

関係書類 

 

１ 事業実績書（第２号様式） 

 

２ 収支精算書（第３号様式） 

 

３ その他関係書類 

（１）事業に係る収入・支出を明記した収支報告書 

（２）契約書（写） 

（３）納品書（写） 

（４）請求書（写） 

（５）領収書、通帳等の支出証拠書類の写し又はそれに類するもの 

（６）人件費に係る業務日誌 

（７）その他知事が必要とする資料 



第７号様式（第１４条関係） 

 

                                 文 書 番 号 

 

                     所 在 地 

                     名   称 

                     代表者氏名 

 

 

 

アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業費負担金 

交付額確定通知書 

 

 

 

     年  月  日付    第   号により交付決定したアンテナショップ等

と連携した全国特産品の展示紹介事業費負担金については、    年  月  日付 

 第  号をもって提出された実績報告書を審査した結果、事業の成果が当該負担金の交

付決定の内容及びこれに付する条件に適合すると認められるので、その額を下記のとおり

確定します。 

 

 

      年  月  日 

 

 

                                           東京都知事           印 

 

 

 

記 

 

 

１ 交付決定額  金           円 

 

 

２ 確 定 額  金           円 

 



第８号様式（第１６条関係） 

 

                                                      

                                                         年  月  日 

 

 

 東 京 都 知 事 殿 

 

 

      所 在 地 

名   称 

代表者氏名           印 

 

 

 

 

アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業費 

負担金請求書 

 

 

 

     年  月  日付    第   号により交付額確定通知のあった標記負担

金について、アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業費負担金交付要綱

第１６条の規定に基づき下記のとおり請求します。 

 

記 

 

 

１ 交付決定額   金           円 

 

 

２ 確 定 額   金           円 

 

 

３ 請 求 額   金           円 

 



第９号様式（第２４条関係） 

 

                                                      

                                                         年  月  日 

 

 

 東 京 都 知 事 殿 

 

 

      所 在 地 

名   称 

代表者氏名           印 

 

 

 

 

アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業に係る 

財産処分承認申請書 

 

 

 

アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業費負担金により取得した財産

について、下記のとおり処分したいので承認を申請します。 

 

記 

 

１ 処分財産の品名及び取得年月日 

 

 

２ 処分の方法（有償による処分の場合は、処分価格） 

 

 

３ 処分の理由 

 



第１０号様式（第２６条関係） 

 

                                                         年  月  日 

 
 
 東 京 都 知 事 殿 

 

 

      所 在 地 

名   称 

代表者氏名           印 

 

 

 

 

アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業 

遂行状況報告書 

 

 

 

     年 月 日  付     第 号により負担金額を確定した全国各地の特産

品販売事業について、アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業費負担金

交付要綱第２６条に基づき、遂行状況等を下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 

アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業実施に関する状況（来場客数、 

仕入商品の種類及び数、販売商品の種類及び数、売上金額等） 

 

 

 

 

 

 

 

 


